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来場者で賑わう商談会会場

会長就任にあたって

去る5月24日の通常総会におきまして、

志藤前会長の後を受け、第17代日本自動車

部品工業会会長に選任されました。

私はこれまでの2年間、総務委員会委員

長として活動して参りました。今後は会長

として部工会の諸活動に取組むことになり

ますが、果たすべき責任の重さに改めて身

の引き締まる思いです。前任者からのバト

ンをしっかりと引継ぎ、微力ながら精一杯

取り組んで参りますので、皆様のお力添え

を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

部工会では現在、「取引適正化への取組

み」「働き方改革」「中小会員企業への支援」

「海外事業の展開、安定化への支援」「知的

財産権保護活動」といった重点課題のほか、

多くの活動テーマを抱えています。

とりわけ重要度が高い取組みは、部工会

が昨年策定した「取引適正化に係る自主行

動計画」の推進です。会員企業のフォロー

アップ調査の結果に基づき、関係団体と連

携しつつ、サプライチェーン全体で実効の

ある取組みを進めて参ります。

また、政府や国内外の関連機関・団体へ

の要望や提言、会員企業に有益な情報発信

や研修機会の提供等も積極的に行い、会員

企業の皆様の課題解決のために精力的に活

動して参ります。

さて、部工会は来年、1969年の社団法人

一般社団法人日本自動車部品工業会

会長・岡野　教忠
［㈱リケン　取締役会長］
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化から50周年を迎えます。現在、部工会の

正会員・準会員は439社で、各社合計の自

動車部品の国内出荷額は約20兆円に達して

います。この金額は、50年前の凡そ20倍の

規模で、日本の製造業全体の6％強を占め

ており、部工会の成長の軌跡とプレゼンス

の高さを如実に表すものであります。

また、この50年間はグローバル化の時代

でもありました。世界の自動車産業がグ

ローバルに大きく発展するなか、我々日本

の自動車部品産業も海外での拡販活動や設

備投資を積極的に展開し、国内外で事業を

拡大してきました。今日では多くの会員企

業がグローバルな視野で国内外事業の経営

にあたっています。

今、自動車産業界は百年に一度の大変革

期を迎えています。パワートレインの電動

化と多様化、自動運転、コネクテッドカー

等の先進技術の開発競争が加速し、シェア

リングサービスも拡大するなど、クルマ社

会そのものが大きく変わろうとしています。

その一方で、近年では震災、津波、大雨、

豪雪、噴火等の自然災害が猛威を振るい、自

動車産業のサプライチェーンに深刻な被害

を及ぼす事態が起きています。また、足元

では米国が自動車及び自動車部品の輸入制

限措置の検討を始めるなど、保護主義の台

頭による通商リスクも高まりつつあります。

こうした事業環境の変化のなかで、我々

自動車部品産業が担う役割の重要性は一段

と高まっており、自動車の技術革新に対応

した技術開発はもちろんのこと、IoTやAI

を取り入れたものづくりの改革やBCPの更

なる強化等、高度化・複雑化した諸課題へ

の適切な対応が求められています。

私は1978年から1989年までの12年間、リ

ケンの米国シカゴの販売会社に駐在しまし

た。この海外駐在は20代の終わりから40歳

に差し掛かる時期でしたが、この時の経験

が今の自分自身のビジネス姿勢に大きな影

響を与えていると思っています。

またリケンは11年前の中越沖地震で被災

しましたが、この対応を通じて、改めて供

給責任の重さを痛感し、以後の経営におい

てはサプライヤーとしての使命・役割を如

何に全うして行くかを常に念頭に置いて参

りました。

こうした私の経験は、今日の部工会の諸

課題の取組みにおいても、何らかの形でお

役に立つのではと思っています。

福澤諭吉翁の言葉に、「難きを見て為さざ

るは、丈夫の志にあらず」というものがあ

ります。この言葉の気概を持って、会員各

社の皆様及び部工会役職員とともに、自動

車部品産業の益々の発展の礎となるよう尽

力して参りたいと思います。改めて、皆様

方のご指導、ご協力をお願い申し上げます。
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◇
　「気づいた時には手遅れだった」。ある
中堅部品メーカーのトップは振り返る。
今から数年前、「非常に地味で細かいが、
そこにしか作れない製品」を手がける外
注先の零細企業経営者が病気で倒れてし
まった影響で、自社の生産が止まり、顧
客への商品供給が遅れた。「こんな問題
がこれからさらに表面化してくるのだろ
う。先回りして事態を把握し、対応しな
ければ」と危機感を募らせる。

◇
　経済産業省の試算によれば、70歳を超
える中小、零細企業の経営者245万人の
うち、約半数の127万人は後継者が不在
だという。同省は今後、廃業を強いられ
る企業が増加し、2015年からの10年間で

累計650万人の雇用、22兆円のGDPを損
失する可能性があるとみている。 
　中小企業が事業承継を進める上で障壁
になるのが、自社株の移動だ。経営者が
後継者に自社株を渡すと、贈与税や相続
税の納税義務が後継者に発生する。数億
円の負担になるケースもあり、事業承継
の難度を高めている。 
　そこで政府は事業承継税制を改正し
た。今後10年間限定で、後継者が受け取
る株式にかかる税金を全額猶予し、承継
に伴う税負担を緩和する。これまでは後
継者が引き継ぐ株式の3分の2を上限に
80％まで納税を猶予する制度だった。 
　さらに適用条件も緩和する。旧制度で
は5年間で平均8割以上の雇用を維持でき
なければ、適用から外れて多額の税金が

10 Jul. Aug. 2018

特集①

部品業界の未来を左右する
「事業承継への対応」

　政府は2018年度税制改正で事業承継税制を大幅に拡充した。今後10年
間で後継者問題を理由とする中小企業の廃業が急増するとみているため
だ。自動車産業のように裾野が広い業界であれば、零細・中小部品企業1
社の廃業がサプライチェーン全体を大きく弱体化させる恐れがある。日本
の自動車産業が10年先も競争力を維持するには、業界全体で協調し、こ
の「大廃業期」を乗り越えなくてはならない。



かかっていた。新制度では、事業環境の
悪化などで雇用を維持できない場合、猶
予が続く。大多数を占める中小企業の事
業承継を支援し、国内産業の競争力を維
持したい考えだ。

好調な受注や業界の構造が
事業承継の難度を高める

　自動車部品業界特有の事業承継の難し
さはあるのか。部品サプライヤーなど向
けにコンサルタント事業を展開するコン
サルビューション社長の高原彦二郎氏は

「自動車部品メーカーには、特に事業承
継が進みにくい理由がある」と指摘する。 
　一つ目の理由は、世界的な自動車生産
台数の拡大を背景に部品の受注が増加し
ていることだ。プレーヤーを務めること
も多い中小零細企業のオーナーは目の前
で対応しなければいけない仕事量が多
く、「事業承継への準備が後回しになっ
てしまう場合がある」。事業承継にかか
る準備期間は一般的に5～10年とされる。
改正事業承継税制を利用する場合、2023

年3月までに特例承継計画を提出する必
要があるほか、早く承継すればするほど
承継後に売上や利益が伸びるという調査
結果もあり、「少しでも早く準備した方
が良い」と話す。 
　二つ目の理由は「系列の中で経営して
きた企業が多いこと」だ。特にM＆Aで
第三者に事業を承継する場合、自社の技
術力の高さや価値が分かっていなければ
話を進めにくい。高原氏は「事業承継の
第1段階としてまずやるべきことは継承
者と継承時期をはっきりと決めること。
一方で、業界における自社のポジション
を明確に把握しておくことが事業承継を
成功させるためには重要だ」と強調する。

なお、高原氏は自動
車部品メーカー向け
の事業承継セミナー
を8月2日に自動車部
品会館で開催する予
定だ。

後継者が見つからず、
黒字廃業する企業が増えている

（写真はイメージ）

コンサルビューション
高原彦二郎社長
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特　集

　事業承継問題が深刻化すれば、自動車
業界全体に大きな打撃を与える。日本自
動車部品工業会中小企業施策委員会の石
川伸一郎委員長（石川ガスケット社長）
に現状の課題や対策を聞いた。

　―事業承継問題の現状について教えて
ください 
　「大手企業であれば後継者を探すのに
苦労することは少ないと思われるが、中
小企業はそうもいかない。すでに事業承
継による廃業は起きているが、これから
はもっと増えてくるのではないか。そも
そも利益が出ていなければ誰も引き継ご
うとはしないし、出ていたとしても事業
維持にコストがかかる製造業はリスクが
あるため、継承者が見つかりにくい」

　―事業承継問題がサプライチェーン全
体に与える影響は大きい
　「昔から続いている企業であれば古い
金型や設備を使っていることが多い。例
えば、夫婦だけで会社を経営しているよ
うな小規模な会社の場合、その設備を使
えるのはその会社の社長だけというケー
スもある。その会社が上手く事業承継で
きればいいが、そうでなければ、元請企
業が現行の生産技術で製造できるように
金型を作り直したり、同じ製品を作れる
別の外注先を探したりしなくてはならな
い」
　「事前に把握して対策を打てればいい
が、二次、三次下請けと全てを把握する
のは相当困難な作業だ。また、事業承継
を考える企業からすると、他社に手の内

をさらす抵抗がある場合もあるだろう」

　―部工会として支援できることはあり
ますか
　「デリケートな問題であるのため、介
入が難しいものの、講演会などの情報発
信には取り組んでいく。また部工会でも
取り組んでいる取引適正化が進めば、利
益が下請企業まで行き渡り、後継者問題
の解消にもつながるのではないか」

日本自動車部品工業会中小企業施策委員会
石川伸一郎委員長
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　日本自動車部品工業会は、5月24日（木）、東京都
内のホテルにおいて平成30年度通常総会を開催し
た。当日は、平成29年度事業報告・決算および平成
30年度事業計画・予算について審議し、いずれも原
案どおり承認された。
今年度の事業計画では、自動車産業取引適正ガイド
ラインや下請法等の周知活動を行うほか、中小会員
企業への支援としてWEBを活用した技術展示商談
会を運用する。海外事業展開への支援として、現地
市場動向や法規制等の情報提供に取組む。その他、
環境問題への対応、知的財産権問題への対応等、11
項目（事業計画参照）の重点事業を中心に活動を強
化していく方針である。
　この他、今年は役員の改選期であり、任期満了に
伴う理事・監事全員の改選が行われた。その後、開

催した臨時理事会では、2年間会長を務められた志
藤会長に代わり、㈱リケンの岡野会長が新会長に就
任した。その他、副会長に日本特殊陶業㈱の尾堂会
長兼社長、カルソニックカンセイ㈱の森谷会長が新
たに副会長に就任した。

平成30年度事業計画における
重点施策

1．自動車産業における取引適正化の推進

　「適正取引の推進と生産性・付加価値向上に向け
た自主行動計画」のフォローアップ結果に基づき、総会会場で挨拶する岡野新会長

志藤会長から岡野新会長へバトンタッチ

部工会　通常総会開催
～平成30年度事業計画承認～

特集②
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関係団体と連携しつつ、サプライチェーン全体で具
体的な取組みを進める。特に、型管理の適正化につ
いて旧型補給部品WGの成果の普及に努める。

2．働き方改革に対する取組み

　働き方改革に対する会員企業の取り組みを支援す
るため、法律の整備動向や政府の取組みについての
情報提供に努める。また、人材確保や人材育成につ
いても、人財・労務部会、広報部会等関係する部会
で連携して取り組む。

3．中小企業への支援

　３月に運用を開始する自動車部品技術情報サービ
ス（Web展示会）の充実を図るとともに、中小企
業等経営強化法の「経営力向上推進機関」として、
生産性向上に向けた取り組みや事業承継に関する情
報提供活動を行う。

4．海外事業の展開・安定化への支援

　「NAFTA」、「中国」、「BREXIT」等の研究会を
引き続き実施するとともに、EPA活用を支援する
ための制度情報や活用ツールの紹介に取組む。また、
自動車メーカーからのEPA原産性調査依頼につい
ては、作業負荷の軽減を目指し、自動車業界全体で
の標準ルール作りに取組む。国際交流では、日米欧
の３極に加え、カナダ、メキシコ、ブラジル、イン
ドを含めたG7会合との連携を維持しグローバルな
ネットワークの強化を図る。

　

５．知的財産権保護活動

　会員の知財管理・人材育成のための知財講座を実
施する他、特許研究では、同業・異業種の専門家を
招き会員の共通課題に基づいたテーマに関して研究
を実施する。また、模倣品対策では、海外での啓発
活動を継続するとともに関係機関への摘発要請を行
う。

6．新事業分野への対応

　自動走行について、「自動運転基準検討部会」を
中心に、関係省庁の活動に積極的に参画し、会員へ
のタイムリーな情報提供に努める。また、IoTをは
じめ新しい技術に関する会員共通領域の課題検討に
関し、経済産業省および自工会と連携しつつ、取組
方針の探索を開始する。
　このため、総合技術委員会傘下の委員会・部会等
の組織体制を、新しい技術課題に対応するものとな
るよう見直す。

7．環境問題への対応

　第8次環境自主行動計画の目標達成のため会員企
業へのサポート強化に努めるほか、グローバルな化
学物質規制に的確に対応するため、タイムリーな情
報展開を図る。また、海外の関連業界や規制当局と
の密接な情報交換を行なうため、若手を含む渉外人
材の育成に注力する。

8．基準・認証制度への対応

　ASEAN部品認証制度や中国強制認証制度（CCC
認証）等については、関係機関からの情報収集を行
い、認証取得業務の負担軽減に努める。また、中近
東諸国の模倣品対策としてのスペアパーツ認証の動
きについては、今後の動向を注視する。

9．支部事業

　それぞれの会員ニーズに沿った支部独自の事業活
動を展開する。

10．部工会50周年記念事業の検討

　部工会は、2019年に公益法人化50周年を迎えるこ
とになる。このため、記念誌の発行や記念のための
事業のあり方について検討を行なう。

特　集
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岡野会長

尾堂副会長

森谷副会長

大嶽副会長

吉田副会長

大下副会長

角堂副会長

荒島副会長

名　前 会社名／役職

会　長 岡　野　教　忠 ㈱リケン　取締役会長

副会長

総務委員会委員長 大　嶽　昌　宏 ㈱小糸製作所　取締役会長

関東支部長 角　堂　博　茂 プレス工業㈱　取締役社長

中部支部長 尾　堂　真　一 日本特殊陶業㈱　取締役会長兼社長

関西支部長 吉　田　夛佳志 大東プレス工業㈱　取締役会長

総合技術委員会委員長 荒　島　　正　 豊田合成㈱　取締役会長

国際委員会委員長 森　谷　弘　史 カルソニックカンセイ㈱　取締役会長

大　下　政　司 日本自動車部品工業会　専務理事

役員紹介
平成30年5月24日時点
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特　集

【理　事】（44名）　　　　　　　　　　　　　○印は新任

小林　信雄 愛三工業㈱　取締役社長

〇 尾﨑　和久 アイシン・エィ・ダブリュ㈱　取締役社長

伊原　保守 アイシン精機㈱　取締役社長

信元　久隆 曙ブレーキ工業㈱　取締役社長

水松　幹夫 ㈱アステア　取締役会長

宇佐美　徹 アルパイン㈱　相談役

石川伸一郎 石川ガスケット㈱　取締役社長

〇 土居　清志 ＮＯＫ㈱　取締役社長

森谷　弘史 カルソニックカンセイ㈱　取締役会長

臼井　政夫 ＫＹＢ㈱　相談役

大嶽　昌宏 ㈱小糸製作所　取締役会長

小島洋一郎 小島プレス工業㈱　取締役副会長

〇 宮川　博至 三和パッキング工業㈱　取締役社長

下中　利孝 シグマ㈱　取締役社長

正田　敦郎 しげる工業㈱　取締役社長

中塚　晃章 ジヤトコ㈱　取締役社長

杉山　伸幸 ㈱ショーワ　取締役社長

西田　光男 住友電気工業㈱　取締役副社長

内田　成明 ダイキョーニシカワ㈱　取締役社長

吉田夛佳志 大東プレス工業㈱　取締役会長

判治　誠吾 大同メタル工業㈱　取締役会長

小川　信也 太平洋工業㈱　取締役社長

〇 平見　和繁 太洋機工㈱　取締役社長

〇 有馬　浩二 ㈱デンソー　取締役社長

三浦　憲二 ㈱東海理化　取締役社長

〇 高松　信彦 トピー工業㈱　取締役社長

荒島　　正 豊田合成㈱　取締役会長

豊田　周平 トヨタ紡織㈱　取締役会長

内山　俊弘 日本精工㈱　取締役代表執行役社長

尾堂　真一 日本特殊陶業㈱　取締役会長兼社長

玉村　和己 日本発条㈱　取締役会長

西村　憲一 光精工㈱　取締役会長

大沼　邦彦 日立オートモティブシステムズ㈱
取締役会議長

晝田　眞三 ヒルタ工業㈱　取締役会長

角堂　博茂 プレス工業㈱　取締役社長

森川　典子 ボッシュ㈱　取締役副社長

藤木　達夫 丸五ゴム工業㈱　取締役社長

山田　隆雄 マルヤス工業㈱　取締役会長

日野　　昇 ㈱ミツバ　取締役会長

矢﨑　信二 矢崎総業㈱　取締役社長

志藤　昭彦 ㈱ヨロズ　取締役会長

岡野　教忠 ㈱リケン　取締役会長

大下　政司 （一社）日本自動車部品工業会　専務理事 

奈須野光祐 （一社）日本自動車部品工業会　常務理事

【監　事】（6名）　　　　　　　　　　　　　　○印は新任

西村　義明 住友理工㈱　取締役会長

相羽　繁生 ㈱東郷製作所　取締役社長

〇 髙橋　祐子 日本精機㈱　取締役社長

眞田　達也 三乗工業㈱　取締役社長

武藤　正弘 武蔵オイルシール工業㈱　取締役社長

三浦　　悟 三浦公認会計士事務所　代表

理事・監事名簿
平成30年5月24日時点

16 Jul. Aug. 2018



平成30年度
中小企業会員会社
優良従業員表彰

山代　孝明
やましろ　たかあき

江崎工業株式会社
栃木工場　製造部　製造技術担当課長

［推薦理由］
入社後、製造スタッフ及び責任者として製造現場の円滑な運
営に尽力。
後にその経験を基に自ら志願し、当社タイ工場の二代目製造
部門責任者に就任、操業安定化に寄与。帰国後は工場変革プ
ロジェクトの一員として工程内不良低減活動を主導し、その
成果により収益向上に大きく貢献。

　昭和57年より毎年、工業会の中小企業会員の優良従業員に対する表彰が行われて
います。平成30年度の表彰者が次の各氏に決定し、各支部それぞれの支部年次会に
おいて表彰されました。
　表彰受賞者の皆さんに対し、心からお祝い申し上げますとともに、今後とも引き続
きご活躍されますように期待致しております。
　表彰受賞者は全員勤続15年以上、年令は35歳以上の方々です。
　なお、掲載内容（情報公開）につきましては、ご了解をいただいております。

関
東
支
部

吉田　豊
よしだ　ゆたか

京浜精密工業株式会社
北海道工場製造第3課　係長

［推薦理由］
担当するラインのバリアフリー化を目標に改善活動を進
め、空箱シュートと完成品シュートが2段であったもの
を、完成品シュートに流す事により空箱が自動で定位置
にセットされる、からくり改善を起案し完成させた。こ
れにより作業者は都度空箱シュートから空箱を取り、定
位置にセットする作業が無くなり作業負担が大幅に改善
された。

関
東
支
部

柴田　ひろみ
しばた　ひろみ

エス・オー・シー株式会社
栃木工場　製造部門　工程リーダー

［推薦理由］
勤続32年。当社製品の中で最も受注の多い生産工程のベ
テランリーダー。現場で日々、品質向上と効率アップに
率先垂範して取り組んでいる。他の工程との協力体制を
強化するために多能工育成も熱心。工場内での信望厚い。

関
東
支
部

大野　博之
おおの　ひろゆき

京浜精密工業株式会社
生産管理部生産管理課　係長

［推薦理由］
改善活動の一環として、アルミ粗材倉庫の収納管理レイ
アウトを大幅に変更することに着目し、きめ細かな計画
を作成し収納の変更を実施した。これにより先入・先出
し等集荷作業の効率が向上するとともにパンフレットの
箱数を削減し、作業スペースを大幅に増やす事が出来た。
この事により作業の安全性も大幅に向上した。

関
東
支
部
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大平　勝也
おおひら　かつや

三和ニードルベアリング株式会社
製造部製造1課　チーフ

［推薦理由］
入社以来、一貫して旋削加工に取組み、技術部では、新
規品の加工条件設定を担当し、難削材加工、ハードター
ニング等、受注獲得に貢献しました。
現在は、旋削職場の責任者として職場をまとめ、「生産
性向上」と「品質安定」に寄与しています。

関
東
支
部

山田　幸子
やまだ　さちこ

中川特殊鋼株式会社
鉄鋼事業部　営業第一部　係員

［推薦理由］
入社後、営業事務、総務、品質保証を経て、再度営業事
務で活躍中。
品質保証では、ISOの導入、改善活動の推進等、品質活
動に寄与されました。現在は多様な部門で積んだ経験を
営業活動に活かし、お客様に信頼して頂ける人材として
活躍しております。

関
東
支
部

南雲　三津子
なぐも　みつこ

宮本警報器株式会社
十日町工場　生産G　工長

［推薦理由］
入社以来33年間にわたり、もの造りの現場一筋に作業者、リー
ダー、班長、そして現職の工長として技術の向上、後進の指導・
育成に積極的に取組んできております。以前は不採算だった
製品を量産化し採算ベースに乗せた功績は評価に値します。

関
東
支
部

岩崎　信明
いわさき　のぶあき

株式会社松井製作所
購買課　課長

［推薦理由］
入社以来30年が経過。
設計部門において新規開発及び顧客の要望を考慮した試
作品の提供を行い、課長として後輩の指導に力を注いで
きた。
現在は、設計での経験と豊富な知識を活かし、購買課課
長として、コスト・外注業者との物作りの方法等を考え、
より良い物を早く・安く作れるよう尽力している。

関
東
支
部

松岡　毅
まつおか　たけし

東洋エレメント工業株式会社
開発技術部　開発技術課

［推薦理由］
入社以来約17年間、機械の専門知識を生かし、生産設備、
検査機および金型など多種多様な新規設備の設計・製作、
既存設備の改善による生産性の向上、また、斬新なアイ
デアから製品の製造工程における特許も取得し、社業の
発展に寄与した。

関
東
支
部

水本　正広
みずもと　まさひろ

埼玉機器株式会社
IoT推進室　室長

［推薦理由］
平成4年に入社し、平成11年から生産管理部に所属し、
パソコンのスキルを活かし、各工場間のテレビ会議シス
テムの導入など、IoT化の推進に大きな貢献をしている
又　技術・知識の収得に努めるとともに、後進の指導も
積極的に行い、会社発展に寄与している。

関
東
支
部

池田　祐一
いけだ　ゆういち

三輪精機株式会社
生産技術部4課　課長代理

［推薦理由］
生産技術部に所属し、主に社内製の設備製作や設備の保守・
保全、社内で使用している各種備品類の管理を行っている。
中でも加工技術に関して優れた能力を持っており、特に切削
工具の知識が豊富で常に切削工具の改善を行うとともに、様々
なメーカーとの交渉や提案をすることで、切削工具費の低減
を図り大きな成果を上げている。

関
東
支
部

片岡　一行
かたおか　かずゆき

やまと興業株式会社
総務課　課長

［推薦理由］
労働安全衛生の事務局として、会社の発展に寄与した。
特に、産業医の指導による「安全衛生委員会」を通じて、
危険予知訓練を全社展開し、労働災害ゼロに貢献した。

中
部
支
部

特　集
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柴田　英弘
しばた　ひでひろ

大橋鉄工株式会社
技術部 工機グループ・GM

［推薦理由］
入社以来27年間弊社の金型、治具制作、設備保全業務に
従事しており、現在はものづくりの生産準備の要である
工機グループのGMを担当している。仕事に取り組む姿
勢は、勤勉で誠実であり、特に納期遵守に対する拘りは
強く、生準遅延、設備修理遅延によるトラブルが発生し
ないよう、日々マネジメントに取組んでいる。
また、部下、後輩への指導も非常に熱心に行っており、
これまで自分が経験してきた技能やノウハウを惜しみな
く伝承するようにしており、部下たちからの信頼も厚い。

中
部
支
部

高野　哲也
たかの　てつや

竹内工業株式会社
製造部 設備グループ 課長

［推薦理由］
当社設備G開発チームにおいて生産設備改善、自働化設
備など新規開発で中心的役割を担い、生産効率アップ、
省力化に大きく貢献する成果を毎年挙げています。また
当社の新規事業分野においても社内随一の技術力で開発
政製作を遂行し、当社全体の業績向上に貢献するなど社
業振興の寄与において目覚ましいものがあります。

中
部
支
部

中村　雅晃
なかむら　まさあき

光精工株式会社
員弁工場 員弁2課 ギヤブッシュ班

［推薦理由］
入社以来、27年間の長年にわたり、誠実さと熱心な仕事
への取組み姿勢により、職場での信頼も厚く、現在の班
より前の班（インペラー班）にて培われた旋盤技能・研
磨技能を、ギヤブッシュ班に活かして作業の出来る、光
精工には、なくてはならない人物である。

中
部
支
部

城田　亮
しろた　りょう

光精工株式会社
本社工場 熱処理係熱処理段取班 班長

［推薦理由］
入社以来、27年間の長年にわたり、誠実さと熱心な仕事
への取組み姿勢により、職場での信頼も厚く、入社当時
から本社熱処理班に勤務して、その培われた熱処理技能
から、今では、熱処理の段取りを采配できる班長となっ
た。光精工にはなくてはならない人物である。

中
部
支
部

武藤　正則
むとう　まさのり

株式会社東海スプリング製作所
製造二部生産4課研削係研削班

［推薦理由］
勤続年数は35年、線ばねに関係する加工技術は非常に高いも
のを習得しております。業務態度も非常に良好で、改善意欲
も高く、改善提案、改善実行ができる方です。又、取得した
技能の次世代への伝承にも力を発揮しており、会社にも貢献
度が高い人材です。

中
部
支
部

篠田　美智男
しのだ　みちお

福寿工業株式会社
パワトレイングループセクションリーダー

［推薦理由］
製造部門で培った技術を新規品の立ち上げや量産ライン
の改善活動に余すところなく発揮し、当社の業績に大き
く寄与した。
さらに海外進出時には、製造部での経験を生かし、製造
責任者として立上げから安定生産に至る工場づくりを成
功させ、その実績は全従業員の模範となるものである。

中
部
支
部榊原　卓也

さかきばら　たくや

株式会社メイドー
製造本部技術部生産準備課・課長代理

［推薦理由］
入社以来、技術部にて生産準備業務に従事。
製品受注時において、生産準備工程の管理を通じて、円
滑な製品の立ち上がりをサポートしてきた。
昨今の受注増にも、管理者として生産準備業務を滞りな
く運営していることは、大きな功績である。

中
部
支
部

守永　孝司
もりなが　こうじ

三井屋工業株式会社
製造部工務グループ・担当員

［推薦理由］
入社後、集荷業務に関わる仕事に従事。
迅速な集荷、間違いのない集荷など会社への貢献度は大
きい。また現場での作業に取り組む姿勢は後輩の良き手
本となっており後輩育成にも積極的に取り組んでいる。

中
部
支
部
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坂本　哲也
さかもと　てつや

新興工業株式会社
技術部　次長

［推薦理由］
当社の加工部品における生産技術管理者としてQCDSに
精通した高度の生産技術力を持ち常に現状に満足するこ
となく新しい技術を取り入れた生産ラインを生み出し個
人の技術力を若手社員へ伝承する姿は会社内外を問わず
認めるものであり他の模範となることから上記社員を推
薦させて頂きます。

関
西
支
部

辻本　敦幸
つじもと　あつゆき

シグマ株式会社
LISカンパニー　主査

［推薦理由］
新規事業としてスタートしたレーザー傷検査装置事業に
立上げから参画し、プロトタイプの開発を主導し顧客要
望を取り込み、量産装置の開発を進めた。その結果、顧
客から高い評価を貰えるまでに商品力が高まった。既に
累積出荷台数も200台を突破し、事業化も軌道に乗り始
めた。また、地道にコツコツと仕事を進める姿は、他社
員の見本にもなっている。

関
西
支
部

窪津　敏明
くぼつ　としあき

三乗工業株式会社
生産部　本社工場
製造一課　成形班　副班長

［推薦理由］
入社以来、20年余り生産業務に携わり、多くの職場の作
業を熟知し、当社の生産部品の製造を修得されました。
近年は、冷静かつ責任感を持って監督者として業務に当
たり、班員や後輩の管理、指導に実力を発揮しています。
これらのことから、当社の優良従業員として推薦いたし
ます。

関
西
支
部

小柳　寿朗
こやなぎ　としあき

一志株式会社
製造部　加工課　課長

［推薦理由］
入社後、開発部、品質管理部を経て製造部の加工課課長
として永年に亘り、当社の旋削、転造、プレス、溶接部
門の技術向上に邁進、豊富な知識、経験から多方面から
バランス良くものづくりを洞察し、当社を代表する主力
製品を育てあげた。

関
西
支
部

東山　浩
ひがしやま　ひろし

一井工業株式会社
生産技術部 プレス技術課
エキスパート

［推薦理由］
昭和50年代、自動車業界は右肩上がりの活況にあり、客
先の増産要請がされる中、当社プレス部品の金型内作化
は大きな課題となっていた。
昭和59年入社年、この金型内作化をスタートさせ、金型
設計から製作迄の工程を担当。検討を重ねこれを実現さ
せ、金型製作費用の低減と日程短縮に大きく貢献した。
生産技術部門に配属後は、生産性の向上やVE活動の主
担当部門として、業績向上に貢献している。

関
西
支
部

岡田　康次郎
おかだ　こうじろう

株式会社トヨシマ
大阪支社

［推薦理由］
40年の永きに渡り、誠実に顧客サービスに徹し迅速、且
つ正確に自動車部品をお客様に出荷、提供して来たロジ
ステックのプロであり、その永年に渡る努力と業績は賞
賛に値する人物であり自動車部品補修業界の中でも極め
て稀な経歴の持ち主ですので、是非とも表彰対象者とし
てノミネート宜しくお願いいたします。

関
西
支
部

特　集
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vol.

132 北米事務所だより

6月8日からカナダで開催されたG7サミット
と、6月12日にシンガポールで開催された米朝首
脳会談の直前に、日本の安倍晋三首相、河野太郎
外相が7日にホワイトハウスを訪問し日米首脳会
談が開催されました。日本政府は米朝首脳会談に
おいてトランプ大統領が北朝鮮の核兵器や生物・
化学兵器の廃棄に加え拉致問題の解決を求めると
確認することを最大の目的としていたようです。
会談後両首脳は記者会見に臨み、安倍首相のコメ
ントは拉致問題に終始しましたが、トランプ大統
領は日本、韓国、中国からの対北支援に言及した
他、例によって通商問題に関するコメントに多く
の時間を費やしました。もちろん攻撃の的となっ
たのは日本の自動車産業です。
北朝鮮の非核化という困難な課題について、非

核化の見返りとしての経済支援を「韓国、日本、
中国が負担する」というトランプらしい発言が以
前からあり、日本は拉致問題が解決しない限り支
援などありえないという態度を貫いてほしいと思
いますが、それだけでなく、トランプは日本から
米国への自動車輸出を繰り返し槍玉にあげるだけ
でなく、カナダ、メキシコ、欧州という米国の「同
盟国」に安全保障上のリスクがあるとして通商拡
大法232条に基づき鉄鋼・アルミ輸入関税を課し、
さらには同じ理由で自動車と自動車部品の輸入に
関税をかけようとしています。
日本は既に鉄鋼・アルミの輸入関税対象とされ

ていて、その上自動車と自動車部品にも関税をか
けられる可能性が大きいのです。日本やカナダ、
メキシコ、欧州という同盟国、友好国に通商戦争

を仕掛けながら一方でロシアや北朝鮮と仲良くし
ようという困った大統領の言動の全ては自らの支
持層に向けたポピュリスト、白人至上主義者によ
るものであることは明らかなのですが、自動車と
いう高価でありながら不可欠な道具である「モノ」
はしばしば彼が有権者に米国第一主義を訴える際
の攻撃対象となっています。自動車がグローバル
経済を代表する製造物であり米国内でデトロイト
3だけでなくドイツ、日本、韓国の自動車メーカー
が多くのクルマを造っているにも関わらず、多く
の米国人にとってトヨタやホンダは日本車、
BMWやメルセデスはドイツ車、現代・起亜は韓
国車なのです。これらのブランドが米国人の雇用
を奪っているという嘘もこの産業を知らない人々
にとっては事実のように聴こえてしまいます。
関税についても、まるで米国へ鉄鋼やアルミ、

そして自動車を輸出してくる国が支払うかのよう
に思わせていますが、関税を支払うのは輸入者で
あり、最終的にそれは消費者が負担することにな
るものです。関税をかけて豊かになる国などあり
はしないのです。
少々減速したとはいえまだまだ好調な米国の新

車販売はこれから自動車メーカー各社が競って未
来のより安全でより楽しいクルマを生み出すのに
必要な資金源です。事故を減らし、排ガスを減ら
し、渋滞を減らすことができるより優れたクルマ
を生み出そうとする自動車産業の努力を関税など
で邪魔しないで欲しいものです。

＜完＞

「自動車産業にトランプ危機」
JAPIA 北米事務所　河島 哲則
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自動車メーカーとの
結びつき生かし、
早期に新製品を開発
MT需要の高い海外市場で事業を拡大

　 鉄道用から自動車向け中心にシフト

　1947年、協和合金の前身となる栗原工業を
東京都大田区に設立、当初は主に汽車用パッ
キングや銅合金メタルの加工を手がけた。50
年に現社名へ変更、59年には日産自動車向け
にシンクロナイザーの納入を開始した。それ
までは、鉄道や農機関連製品を中心に製造し
ていたが、このころを境に、取引先の主軸が
自動車メーカーへとシフトしていった。「タ
イミングよく自動車産業に入り込めたこと
が、（昨年）創立70周年を迎えられた秘訣で
はないか」と髙島眞澄社長は話す。
　69年には本社を横浜に移して鍛造工場を新
設、現在は自動車用マニュアルトランスミッ
ション（MT）部品の開発や製造、販売を行う。
横浜市金沢区に位置する本社工場のほか、同
区の福浦工場を製造拠点とする。
　現在、日本ではMT部品の需要が減少傾向
にあり、同社売り上げに占める国内の割合は
約3割にとどまる。そのため、同社は新興国

や欧州などのMT需要がまだ高い地域に活路
を見出し、中国の武漢、インドのチェンナイ、
インドネシアのブカシ県に製造・販売拠点を
設けた。また、フランスのパリには販売拠点
を設置した。

会社プロフィール

協和合金

本社・本社工場
資 本 金
従 業 員
生 産 拠 点

代 表 者

神奈川県横浜市金沢区鳥浜町17-4
4 億 1187万円
137人（2018年 3月現在）
本社工場・福浦工場・中国工場・インド工場・インドネ
シア工場
代表取締役社長　髙島眞澄

髙島眞澄社長

本社外観

既存設備を大事に使うことで投資を抑える
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ためだ。急に人員が必要になった場合は、本
社から開発に携わる従業員を派遣するなど、
リスクと効率を考えたものづくりを行う。

各拠点での改善事例を共有し、グ
ループ内で横展開

　グループ内の現場力向上にも努める。生産
現場の課題に対して優れた改善事例を持つ
チームを各拠点から選出し、本社での合同発
表会を実施。これは今年からスタートした活
動で、社内での人脈作りやグループ全体の標
準化が目的だ。例えば、工場の品質改善や開
発に伴うリードタイム短縮の課題に対して
は、金型の長寿命化、QCD改善など、拠点
ごとに異なる方法で解決を図っている。「中
国は操業期間が最も長いため、発表した解決
案も高レベルだった。一方、12年に設立した
インドネシアでは課題を発見する方法がわか
らず試行錯誤を繰り返していた。こうした中、
解決案を一つずつ試していくことが生産現場
の改善につながる」（髙島社長）。まだ活動を
始めたばかりのため、「他拠点の課題の解決
方法を自分たちの拠点に応用する段階までは
到達していない」（同）と冷静に分析するが、
今後も相互啓発、切磋琢磨することでグルー
プ全体のレベル向上を目指す。

特許製品「レバーシンクロ」で差別
化に成功した

　製品面では「レバーシンクロ」という特許
製品の開発により製品の差別化を進め、殆ど
の国内メーカーを顧客に取り込んだ。同社は、
新システムや機構の開発設計・評価を強みと
しており、顧客製品の実験や評価も担ってい
たため、自動車メーカーとの強い結びつきを
持つようになった。特に設計部門では、顧客
との関係を利用して新製品開発の情報を早期
に取得することで自社製品の新規開発につな
げ、他社との差別化に成功した。
　国内こそMT部品の生産数が減少している
半面、中国やインドなどではまだ需要が多く、
開発・生産体制については柔軟な対応が必要
だと考える。市場が縮小する国内の工場では、
設備投資を抑えて少量・多品種生産へと移行
しつつある。無理に設備を更新しても投資金
額を回収できるとは限らないことから、従来
の設備を長く使える方法を模索していく。一
方で、海外拠点は生産数・市場規模ともに大
規模なため、製品を大量生産できるような設
備の活用方法を考える必要がある。
　また、中国拠点には開発機能が付随してい
るが、基本的には製品の基礎開発は本社で行
う。開発部隊の分散が固定費増加につながる

自動車用シンクロリングなどの製品群 各拠点の優秀なチームが改善事例を発表する
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予定

　総務部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月20日　正副会長等打合せ会、理事懇談会　各委員

長報告他　名古屋マリオットアソシアホテ
ル

8月2日　 政策委員会と自動車総連との懇談会　両団
体報告事項、意見交換他　八芳園

　業務部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月20日　中小企業施策委員会　・自動車部品技術情

報提供サービス（Web展示会）の運用状況
について報告を行う。　・中小企業等経営
強化法による事業分野別経営力向上推進機
関の活動計画について検討を行う。　名古
屋マリオットアソシアホテル

7月20日　GDPRセミナー　EUにおいて新たな個人
デ ー タ 規 制 と し て 開 始 さ れ たGDPR 

（General　Data　Protection　Regulation　
EU一般データ保護規則）についての講演
会を開催する。　講師：ギブソン・ダン・
クラッチャー法律事務所　ブリュッセルオ
フィス　オブ・カウンセル　弁護士　杉本　
武重様　内容：GDPR施行後、欧州事業を
行う会員企業が対応しなければならない事
項等　AP品川

7月25日　自動車産業適正取引ガイドラインセミナー
（群馬）　中小事業者のための自動車産業適
正取引ガイドラインセミナーを群馬で開催
する。　テクノプラザおおた

7月26日　人財・労務部会　働き方改革への対応につ
いて検討を行う。　部品会館

8月1日　 税制部会　31年度税制改正要望について検
討を行う。　部品会館

8月3日　 バイクラブフォーラム（一関）　二輪車産業
の振興策についての取組状況の発表、国内
二輪市場活性化策の議論を行う。　ベリー
ノホテル一関

8月9日　 自動車産業適正取引ガイドラインセミナー
（大阪）　中小事業者のための自動車産業適
正取引ガイドラインセミナーを大阪で開催
する。　梅田センタービル

8月22日　経営調査部会　2018年度第1四半期の自動
車部品工業の経営動向の取りまとめについ

て検討を行う。　部品会館
8月23日　自動車産業適正取引ガイドラインセミナー

（広島）　中小事業者のための自動車産業適
正取引ガイドラインセミナーを広島で開催
する。　中国経済産業局

8月24日　自動車産業適正取引ガイドラインセミナー
（浜松）　中小事業者のための自動車産業適
正取引ガイドラインセミナーを浜松で開催
する。　アクトシティ浜松

8月31日　総務委員会運営幹事会　9月14日の総務委
員会の運営について検討を行う。　部品会
館

9月3日　 自動車産業適正取引ガイドラインセミナー
（東京）　中小事業者のための自動車産業適
正取引ガイドラインセミナーを東京で開催
する。　TAC八重洲校

9月14日　総務委員会　2018年度第1四半期の自動車
部品工業の経営動向について審議を行う。　
部品会館

　技術部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月17日　環境保全分科会　講演会・説明会　AP品川
7月23日　総合技術委員会　幹事会　自動車部品会館
　〃　　 温暖化防止推進分科会　事例・情報展開TF　

自動車部品会館
　〃　　 車輪技術部会　自動車部品会館
7月24日　製品環境部会　幹事会　自動車部品会館
7月25日　渉外担当幹事会　自動車部品会館
　〃　　 製品環境部会　自動車部品会館
　〃　　 摩擦材技術部会　自動車部品会館
7月26日　電線部会　自動車部品会館
7月27日　DE促進部会 幹事会　デンソー名古屋オ

フィス
　〃　　 DE促進部会　デンソー名古屋オフィス
　〃　　 化学物質規制対応分科会 幹事会　自動車部

品会館
7月31日　LCA分科会 統合ツールWG　自動車部品会

館
8月2日　 ランプ部会　自動車部品会館
8月3日　 PT熱交換器分科会　自動車部品会館
8月7日　 工場用化学物質分科会 法規調査G　自動車

部品会館
　〃　　 工場用化学物質分科会 入り口管理G　自動

車部品会館
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　〃　　 工場用化学物質分科会　自動車部品会館
8月8日　  基準認証部会 幹事会　自動車部品会館
8月21日　JAMAシート改正内容説明会　牛込箪笥区

民ホール
8月22日　製品環境部会　幹事会　自動車部品会館
8月23日　渉外担当幹事会　自動車部品会館
　〃　　 製品環境部会　自動車部品会館
　〃　　 NX研究会　シーメンス
　〃　　 先端IT勉強会　自動車部品会館
8月24日　DE促進部会 幹事会　自動車部品会館
　〃　　 DE促進部会　自動車部品会館
　〃　　 JAMAシート改正内容説明会　名古屋吹上

ホール
8月27日　JAMAシート改正内容説明会　大阪　コロ

ナホテル
8月28日　製品環境部会　幹事会　名古屋
8月29日　製品環境説明会　白鳥国際会議場

　国際部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月20日 GDPR（General　Data　Protect ion　

Regulation　EU一般データ保護規則）セミ
ナー　1.GDPRの概要および施行後の対応　
2.その他　3.講師：バード・アンド・バード
法律事務所　ブリュッセルオフィス　パー
トナー弁護士　杉本　武重氏　AP品川

8月3日　 知的財産権部会　1.関係官庁からの知財関
連情報報告　2.知財戦略についての講演　
SUBARU㈱ 小林 重一氏　3.2018年度部会
事業検討　4.その他　部品会館

8月31日　知財・技術経営講座 【知財権利化】　1.知財
権利化に関する内容　詳細は部工会HPを
ご参照ください　2.講師：（独）工業所有権
情報・研修館（INPIT）海外知的財産プロ
デューサー 久永　道夫氏　名古屋　栄ビル
ディング

9月7日　 知財・技術経営講座 【契約】　1.契約に関す
る内容　詳細は部工会HPをご参照くださ
い　2.講師：（独）工業所有権情報・研修館

（INPIT）海外知的財産プロデューサー 久
永　道夫氏　名古屋　栄ビルディング

9月14日　知財・技術経営講座 【海外進出】　1.海外進
出に関する内容　詳細は部工会HPをご参
照ください　2.講師：（独）工業所有権情報・
研修館（INPIT）海外知的財産プロデュー

サー 久永　道夫氏　名古屋　栄ビルディン
グ

　関東支部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月下旬～
8月上旬　リサイクル研究会幹事会　議題1：平成29年

度事業実績に報告　議題2：平成30年度の
事業計画について　自動車部品会館

9月4日　 経営研究会主催講演会　テーマ：製造業に
おける働き方改革　講師：㈱アステックコ
ンサルティング　コンサルタント　松山和
人　様　自動車部品会館

　中部支部

●行事予定〔7/16～9/15〕
7月31日　優良企業工場見学会（中小企業部会）　㈱伊

藤製作所　三重県四日市市
8月7日　 講演会（環境部会）　「国内と中国における

土壌汚染規制の動向等」　DOWAエコシス
テム㈱　名古屋栄ビル

　関西支部

●行事予定〔7/16～9/15〕
8月24日　第2回正副支部長会・第1回運営委員会・情

報交換会・講演会・懇親会　ホテルグラン
ヴィア岡山

8月29日　生産分科会　異業種交流会　オタフクソー
ス㈱

9月12日　技術分科会　委員会・見学会　HILLTOP
㈱
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行政・団体

4月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■経産省、空飛ぶクルマ開発支援事業　20年代の実用化

想定（26日）
経済産業省による「空飛ぶクルマ」開発支援事業の概要
が明らかになった。

■愛知県やトヨタ、再生エネ由来の水素製造　サプライ
チェーン構築始動（26日）
愛知県やトヨタ自動車などは、県内で再生エネルギー由来
の水素を製造、利用するサプライチェーン構築に向けたプ
ロジェクトを開始。

5月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■警察庁、レベル3以上の自動運転車　報告書で課題列挙
（9日）
警察庁は「レベル3」以上の自動運転車で想定される課題
と対応方針を報告書にまとめた。

■ZEV普及へタッグ　小池都知事、自工会に要望（12日）
四輪車と二輪車のゼロエミッションビークル（ZEV）の普
及促進に取り組む東京都の小池百合子知事が、日本自動
車会館（東京都港区）を訪れ、日本自動車工業会（自工会）
の西川廣人会長と会談し、ZEVのさらなる普及に向けて自
動車業界の協力を求める要望書を手渡した。

■先進安全装置、「自動」が招く誤解や過信　自動車公取
協が表示指針見直しへ（14日）
テレビCMの影響で消費者が運転支援機能を過大評価し、
商談や納車説明時に新車ディーラーが苦慮していることが
自動車公正取引協議会の調査でわかった。

■自動走行の特許出願、10～15年　日本勢が圧倒的多数
（15日）
特許庁は、自動走行システムの制御やリチウムイオン二次
電池の特許出願状況などをまとめ公表。

■経産省、“攻めのIT投資”拡大へ　補助金や税優遇を検
討（16日）
経済産業省は、IT（情報通信）ベンダーや製造業を含むユー
ザー企業などを集めた研究会を立ち上げ、IT導入を促す
新たな補助金や優遇税制について検討を始めた。

■経済産業省、企業情報の開示推進へガイドライン（24日）

経済産業省は、ESG（環境・社会・ガバナンス）など投資
家が求める企業情報の開示に関するアクションプラン（行
動計画）をまとめた。

■米、輸入車関税最大25％検討　貿易摩擦の激化必至（25
日）
トランプ米政権は、自動車・自動車部品の輸入が安全保
障に及ぼす影響について調査を始めると発表。

■経産省、デザイン重視の経営　補助制度などで環境整備
（26日）
経産省は、ブランドや製品のデザインを重視した企業経営
を促す環境整備を始める。

■電動車両や軽量化が多数　自技会「自動車技術会賞」
を発表（26日）
自動車技術会は、「第68回自動車技術会賞」の受賞者を
発表。

■経産省、IoTやAIの研究促進へ税制拡充検討（28日）
経済産業省は、研究開発促進税制を拡充する検討に入っ
た。

■自動運転テーマに中国と政策対話、7月にも開催（30日）
世耕弘成経産相は、中国の産業・情報政策を所管する苗
圩工業信息化部長と29日までに会談し、今年7月にも中国
で自動運転政策の課長級対話を開くほか、年内には自動
運転に関する官民合同セミナーを開くことで合意。

■経産省、自動運転技術の完成度向上へ改めてきめ細かく
地図データ収集（31日）
経済産業省は、自動運転技術の完成度を高める地図や走
行データの収集に乗り出す。

6月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■IEA、世界の電気自動車需要見通しを発表（1日）

国際エネルギー機関（IEA）は、世界の電気自動車需要
見通しを発表。

■経産省、産業サイバーセキュリティ強化　行動計画を策
定　経営の危機管理意識促す（4日）
経済産業省は、産業サイバーセキュリティ強化に向けたア
クションプランを策定。

■政府の未来投資戦略、無人自動運転サービス　2030年
に全国100ヵ所で（6日）
政府は４日、未来投資戦略の素案を公表。

※（　 ）内の数字は掲載日付▶▶日刊自動車新聞の主要ニュースから部品業界の動きを追う
月64 5
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■政府、次期「サイバーセキュリティ戦略」の素案まとめ（8
日）
政府は次期「サイバーセキュリティ戦略」の素案をまとめた。

■特許庁、標準必須特許交渉での紛争回避へ中小・零細
向けに手引き（12日）
特許庁は、通信・デジタル分野で多用される「標準必須特
許（SEP）」のライセンス交渉に関する手引きをまとめた。

■政府、自動運転技術事業モデル　観光移動型など4類型
で（13日）
政府は、自動運転技術の事業モデルとして「観光移動型」

「中山間地域型」など合わせて主に4類型を念頭に事業化
を進める方針を決めた。

■中企庁調査、下請けとの取引条件改善　自動車業界が
先行（13日）
中小企業庁は、取引条件の改善状況に関する調査結果を
このほど公表。

■経産省、大阪北部地震で中小企業融資相談窓口を設置
（20日）
大阪北部の地震を踏まえ、経済産業省や政府系金融機関
などは中小企業の支援策を実施する。

■NEDO　トヨタ、パナソニックなど産官学のオールジャ
パンでEV向け全固体電池を開発
トヨタ自動車やパナソニックなど、日系の自動車メーカーや
電池メーカーが電気自動車（EV）向け次世代電池の開発
に共同で取り組む。

■タカタ製エアバッグ改修率、5月末で89.2％
国土交通省は、タカタ製エアバッグの改修状況を公表。

国　　内

4月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■トヨタ紡織、共和産業に出資　サンバイザー国内トップ

内装品の質向上へ（27日）
トヨタ紡織は、豊田通商の子会社で国内大手自動車用サン
バイザーメーカーの共和産業（愛知県豊田市）に出資。

■スバル、データ書き換えは現場の判断（29日）
スバルは、群馬製作所の本工場と矢島工場で、新車の完成
検査時に行う燃費・排出ガス測定のデータを現場の検査員

や班長の判断で書き換えしていた事実を確認したと発表。
■トヨタ系部品大手7社18年3月期、拡販・合理化で6社が

増益（29日）
トヨタ自動車系大手部品メーカー7社が発表した2018年3月
期通期連結業績は、自動車各社のグローバルでの車両生
産増加や、各社の拡販効果で全社が増収、利益面でも合
理化努力などもあって6社が営業増益となった。

5月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■米アルミ制裁発動1ヵ月、日系、当面は影響ないが…（1日）

国内アルミニウムメーカー各社が、米トランプ政権が3月末
に発動したアルミの輸入制限に伴うビジネス環境の変化に
警戒感を強めている。

■神鋼、データ改ざん問題で今期も損失100億円（1日）
神戸製鋼所は、都内で開いた2018年3月期の決算発表記
者会見で、品質データの改ざん問題によって生じた経常損
益段階の損失が18年3月期に80億円発生したほか、19年3
月期にも100億円の損失を計上する見通しを明らかにした。

■ヨコオと原田工業、車載用アンテナ技術で訴訟合戦（8日）
ヨコオは4月26日、原田工業が車載用アンテナ技術に関す
る特許権を侵害しているとして東京地方裁判所に提訴した
と発表。

■トヨタ、今期減益を予想　円高影響、原低と北米立て直
し（10日）
トヨタ自動車は2019年3月期が2期ぶりの減収減益になると
の業績見通し。

■韓国イルジン、BASFが技術支援　EV向け軽量サスアー
ム（10日）
ホイール用ベアリングメーカー大手の韓国のイルジンは、樹
脂を活用して鉄製プレス成型品と比べ重量を15％削減した
電気自動車（EV）用サスペンションアームを開発した。

■イチネンHD、トヨシマの部品事業承継　8月に移管（11
日）
イチネンホールディングスは、財務状況が悪化していた自
動車部品メーカーのトヨシマ（大阪府池田市）の事業を取
得する。

■マツダ社長に丸本氏　構造改革継承、成長基盤構築へ
（12日）

クローズアップ

国内自動車メーカー9社と国内変速機メーカー２社は、駆動系技術の共同
研究組織「自動車用動力伝達技術研究組合」（TRAMI）を設立し、5月15
日に発足式を開催した。変速機や差動装置などの駆動系技術の基礎研究を
産学連携で行うことを目的とする。背景には世界的な環境規制の強化によ
り、欧州や中国勢との技術競争の激化がある。共同研究を通じて駆動系技
術の基礎研究を効率化することで“オールジャパン”で技術力の底上げを
図る狙いだ。（5月17日）

オールジャパンで駆動系研究、自動車用動力伝達技術研究組合が発足

自動車・変速機メーカー11社、環境規制に産学連携
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マツダは、丸本明副社長（60）が社長に昇格する人事を内
定した。

■トヨタ、事務部門にもTPS「真の工数」全職場で把握（15
日）
トヨタ自動車は、高コスト体質に切り込むため、すべての
職場における「仕事の原単位」と「真の工数」の把握に乗
り出した。

■トヨタ、AI開発に社外の力　アルベルトと資本業務提携　
自動運転に不可欠（17日）
トヨタ自動車は、新興テクノロジー企業の力を借りて、自
動運転に欠かせない人工知能（AI）の技術開発を加速し
ている。

■日東精工、伸和精工を買収　高難度プレス部品提案（21
日）
日東精工は、精密プレス加工を手がける伸和精工（長野県
箕輪町）を買収すると発表。

■TPR、カーボンナノチューブ事業に参入　グループ既存
製品にも活用（22日）
TPRは、電動車両向けリチウムイオン電池などの性能を向
上する電極材として「カーボンナノチューブ（CNT）」市場
に参入する。

■アライアンス結成　地図規格を共通化へ、自動運転向け
（24日）
パイオニア、インクリメントP、欧州のHERE（ヒア）テクノ
ロジーズ、中国のナビインフォ、韓国SKテレコムは22日、
自動運転車向けの高精度地図の規格や仕様を共通化する
ための「ワンマップアライアンス」を結成したと発表。

■NTN、ステアリング補助機能付ハブベアリング　ハンド
ル操作量4割減（24日）
NTNは、業界初となる前輪に搭載可能なステアリング補助
機能付ハブベアリング「sHUB」を開発したと発表。

■ヴァレオジャパン、ダイナミックマップの実証実験　SIP
に初参加（25日）
ヴァレオジャパン（東京都渋谷区）は、政府の戦略的イノベー
ション創造プログラム（SIP）自動走行システムが実施する
ダイナミックマップの実証実験に参加する。

■三菱自、「法令順守の感度欠き遺憾」　技能実習制度運
用ミス（26日）
三菱自動車は、岡崎製作所（愛知県岡崎市）で実施して
いる外国人技能実習制度で誤った運用があったことについ
て「法令順守の感度に欠ける事案であり、かつ上司や本社
への報告を怠ったことの典型的な事例で誠に遺憾」とコメ
ントした。

■〈人とくるまのテクノロジー展2018横浜〉電動車向け技
術を模索　部品各社、電動化に危機感（28日）
世界の自動車各社が車の電動化を加速する中、25日まで
開催された自動車技術展「人とくるまのテクノロジー展2018
横浜」では、電気自動車（EV）など、電動車両向け製品
や技術を紹介するサプライヤーが目立った。

6月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■日系メーカー、中国の輸入車関税引き下げ　販売恩恵は

限定的（2日）
中国の自動車輸入関税引き下げが販売に与える恩恵につい

て、乗用車メーカー各社からは「限定的」「影響はない」
と冷静に受け止める声が相次いだ。

■京セラ、車づくりに挑戦　12の技術搭載したコンセプト
カー開発（2日）
京セラが車載事業を本格化している。

■トヨタ、全体最適へ脱“自前”　グループ内事業再編（4日）
トヨタ自動車は日、グループの全体最適に向けた事業再編
を２件同時に発表。

■ホンダ系サプライヤー、今期業績見通しは9社が増益　
中国追い風（4日）
上場しているホンダ系サプライヤー13社の今期（2019年3月
期）の連結業績見通しは、9社が営業増益となる見込みだ。

■東芝、新構造のリチウム電池　セパレーター使わず出力
と容量1.2倍（6日）
東芝は、セパレーターを使用しない新構造のリチウムイオ
ン二次電池を開発した。

■トヨタとセブンイレブン、水素需要の底上げへ協力（7日）
トヨタ自動車とセブン―イレブン・ジャパンは、都内で会
見し、コンビニ店舗での水素利用などCO2削減に向けた共
同プロジェクトを2019年から開始する。

■日産、EV普及とV2Xで22年度めどCO2排出4割削減（8
日）
日産自動車は、2022年度までに新車からのCO2排出量を
2000年度比で40％削減する目標を定めた。

■ホンダとGM、北米向けEV電池で協業（9日）
ホンダは、北米向けの電気自動車（EV）に搭載する電池
でゼネラルモーターズ（GM）と協業することで合意。

■パナソニック、業界最小の熱膨張係数　車載向け基盤を
開発（12日）
パナソニックのオートモーティブ＆インダストリアルシステム
ズ社は、車載機器に適したガラスコンポジット基板材料を
開発し、6月から量産開始する。

■ボッシュ、後付け用eコール国内展開　富士通と提携（16
日）
ボッシュ（クラウス・メーダー社長、東京都渋谷区）は、
富士通と後付け用の「テレマティクスｅコール（自動緊急通
報）プラグ（TEP）」事業を日本市場で展開すると。

■双日、GMSと資本業務提携　自動車を遠隔ロック（18日）
双日は、グローバル・モビリティ・サービス（GMS）が発
行する第三者割当増資を引き受けて資本業務提携を締結
したと発表。

■大阪北部地震　自動車業界に被害　ダイハツなど一時操
業停止（19日）
18日大阪府北部を震源とする地震があり、大阪市北区や高
槻市などで震度６弱、京都府亀岡市などで震度５強の揺
れを観測した。

■大阪北部地震、関西地区部品各社一部では生産停止も　
供給への影響を懸念（19日）
大阪府北部を震源とする最大震度６弱の地震発生で、大
阪府内に本社や工場を置く部品メーカー各社は、社員の安
否確認や建物の被害状況の把握に努めるなど対応に追わ
れた。

■双日、東芝　次世代電池向け負極材、ブラジル社と共同
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開発（21日）
双日、東芝インフラシステムズ、ブラジルのカンパニア・ブ
ラジレイラ・メタルジア・イ・ミネラソン（CBMM）は、電
気自動車（EV）用の高エネルギー密度で急速充電が可能
な次世代リチウムイオン電池の負極材を共同開発すること
で合意した。

■ボッシュ、Ｄコールネットプロパイダーに参画（25日）
ボッシュ（東京都渋谷区）は、トヨタ自動車、ホンダ、日
本緊急通報サービス（ヘルプネット）などが6月に本格運用
を開始した救急自動通報システム「Dコールネット」のサー
ビスプロパイダーに参画する。

海　　外

4月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■KYB、中国でEPS合弁　9月稼働、初の海外生産拠点（27

日）
KYBは、電動パワーステアリング（EPS）の開発、生産、
供給面で中国の湖北恒隆汽車系統集団と業務提携する。

■ボッシュ、DEのNOx削減技術を開発　欧州20 年規制
の10分の1に（27日）
独ロバート・ボッシュは、ディーゼルエンジンの窒素酸化物

（NOx）の排出量を大幅に抑える技術を開発した。
5月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■北京モーターショー、EV一色（1日）

4日まで一般公開されている2018年北京モーターショーは、
電気自動車（EV）などの新エネルギー車（NEV）の生産
を義務付ける新規制の導入を19年に控え、メーカー各社の
出展内容は電動車一色になった。

6月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■米国際貿易委、車載品の特許侵害で調査　トヨタ、デン

ソーなど（9日）

米国政府機関の国際貿易委員会（ITC）は７日、トヨタ自
動車やパナソニックなど複数の日系企業が製造する車載部
品などで米半導体大手のブロードコムの特許を侵害してい
る可能性があることから調査に入ると発表。

■トヨタ、東南ア最大手グラブに1100億円出資（14日）
トヨタ自動車は、東南アジアの配車サービス最大手のグラ
ブ（アンソニー・タンCEO、シンガポール）に10億米ドル（約
1100億円）を出資し、モビリティーサービス領域の協業を
拡大する。

市　　場

4月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■乗用車メーカー8社、17年度の生産・輸出台数　世界生

産2.5％拡大（27日）
乗用車メーカー8社が発表した2017年度の生産・輸出台数は、

8社合計の世界生産台数が前年度比2.5％増の2868万8347
台となった。

■17年度世界販売、“3強”揃って新記録（27日）
“1千万台クラブ”3強の2017年4月～18年3月の世界販売は、

そろって新記録となった。フォルクスワーゲン（VW）グルー
プは1100万台に迫る1092万6300台で首位をキープ。

5月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
■17年度の国内生産実績、2年連続プラス（2日）

日本自動車工業会（自工会）がまとめた2017年度の国内生
産実績は、前年度比3.4％増の967万6145台と2年連続で前
年度を上回った。

■17年度の輸出台数、前年度比3.2％増
日本自動車工業会がまとめた2017年度の輸出台数は、前
年度比3.2％増の478万6909台と3年連続で前年度実績を上
回った。

6月・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

このダイジェストは4月26日～6月25日まで日刊自動車新聞に掲載した主要な部品関連の記事を抜粋。
詳しくは日刊自動車新聞電子版・http:www.netdenjd.com/（有料・月額3,500円）で読めます。

EV投資は先行の利か、見通し後の追い上げか記者の目

　サプライヤー各社が電気自動車（EV）の開発・生産投資
に頭を悩ませている。EVは、中国で2019年に開始される「新
エネルギー車（NEV）規制によって、生産が拡大する見通し。
さらに欧州をはじめとした各国が〝EVシフト〟を後押しする
法案を検討しており、EV対応が重要なビジネステーマに
なったことは言うまでもない。他社に出遅れないように構え
る必要があると考える企業は少なくないはず。
　ただ、EVは現在、ゼロから立ち上がった段階で「先行き
が不透明だ。焦ってもロスにつながりかねない」（電池部材
メーカー首脳）という声があがる。様々な自動車メーカー
やベンチャーがEV生産に参入を表明したが、どの企業が
リーダーシップを握るのか、現状では見通しをつけにくい。

このため、優劣を検討し「組むべきパートナー」を見極める
まで、生産投資を控えた方が得策とみている。納入先の米
EVメーカーの生産計画が大きく遅れたため、設備投資を見
直したサプライヤーがある。こうした事例も、ＥＶの先行き
の不透明さを示している。
　また、EV技術は急速に進化しており、現状の技術で作っ
た部品の性能が想定よりも短い期間で陳腐化し、投資効果
が薄まる可能性が否定できない。現在主力のリチウムイオ
ン電池（LiB）が、次世代電池の全固体電池に切り替わる場
合など、様々なケースで考えられる。手探りしながら先行の
利を求めるのか、見通しがついてから追い上げるのか。EV
ビジネスで各社の経営判断が問われている。（Y）
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中国3C認証該当貨物の中国への
輸送にも対応します。ご相談下さい。
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